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高齢者の「閉じこもり」に関する文献学的研究

研究動向と定義・コホート研究の検討
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本報告の目的は，1)日本における「閉じこもり」研究の動向を概観すること，2)先行研究にお

ける「閉じこもり」定義を整理し，要介護リスクとしての「閉じこもり」定義について考察する

こと，3)定義の妥当性をコホート研究レビューにより検討することである。

医学中央雑誌の検索等で入手した105論文をレビューした結果，以下の知見が得られた。

1)「閉じこもり」関連の研究は2000年以降急激に増加していた。2)「閉じこもり」定義を構成

する要素は，◯１生活行動範囲，◯２外出頻度，◯３交流状況，◯４移動能力の 4 つに大別することがで

きた。「外出頻度」に他者との「交流状況」や，本人の「移動能力」を組み合わせた定義を行う

ものもあった。近年「外出頻度」を用いる研究が増えていた。3)要介護リスクとしての「閉じこ

もり」定義の妥当性を検討しうるコホート研究は 3 編であった。サンプル数と追跡期間，他の定

義との比較，交絡の調整の必要性など改善すべき課題が指摘できた。今後これらを考慮した質の

高いコホート研究の蓄積により，高齢者の「閉じこもり」の定義の妥当性を検討していくことが

望まれる。
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Ⅰ 緒 言

1. 背景

介護保険制度見直しにおける重点のひとつは

「介護予防」である。厚生労働省は介護予防を進

めていくための 6 つの強化すべき分野を設定して

おり1)，「閉じこもり」はその一つとなっている。

また海外でも，「閉じこもり（Housebound，詳し

い定義は後述）」は，貧困，不健康・要介護状態

などと並んで高齢者における「社会的排除」の表

れとされ，その対策の重要性が叫ばれている2)。

しかし，「閉じこもり」に関する研究は蓄積途上

であり，最も重要な定義―何を「閉じこもり」と

するか―すら確立していない3)。

日本における「閉じこもり」の概念は，竹内の

「閉じこもり症候群｣4)が起源とされている。しか

し現在にいたるまで各研究者が目的，関心に応じ

て「閉じこもり」という言葉が指す内容を広げて

いったことにより，さまざまな定義がみられる。

また，介護保険制度改革の一環として介護予防

のための「地域支援事業」が2006年度から開始さ

れているが，対象者をいかにスクリーニングする

かが重要な課題となっている5)。介護予防事業を

効果的に実施し，介護予防を達成するためには，

いくつもある「閉じこもり」高齢者の定義の中か

ら，要介護状態に至る予測妥当性がもっとも高い

定義を探ることが必要である。

2. 本報告の目的

本報告の目的は，1)日本における「閉じこもり」

研究の動向を概観すること，2)先行研究における

「閉じこもり」定義を整理し，要介護リスクとし

ての「閉じこもり」定義について考察すること，

3)コホート研究により定義の妥当性の検討を行う

ことである。

Ⅱ 研 究 方 法

医学中央雑誌 WEB 版 Ver3.0で検索可能な1983

年から2005年に発表された文献を対象とした。

「高齢者」，「閉じこもり」の両方のキーワードを
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いずれかのフィールドに含むことを条件に検索し

た。検索対象は原著論文，解説，総説とし，症例

報告と会議録は除いた。この作業を，2006年 1 月

から 2 月12日にかけて行い，86編の文献を得た。

また，上記の86編の引用文献リストより，要介護

リスクとしての「閉じこもり」定義の検討に参考

となる 6 編18,21,29,84,93,97)の文献を追加した。また

Pubmed を用いて1983年から2005年の間に海外誌

で発表された文献を「Elderly AND Housebound｣,

｢Elderly AND Homebound」のキーワードをいず

れかのフィールドに含むという条件で検索した。

このうち日本人が筆頭著者である13編98～110)を追

加した。本論ではこの105編を文献学的研究に用

いた。

1. 日本における「閉じこもり」研究の動向

「閉じこもり」関連文献の経年的な量的変化・

種別の動向をみた。ここでは，医学中央雑誌での

文献検索で直接得られた86編の文献についてのみ

整理した。また「閉じこもり」に関連の深い「外

出」，「社会活動」についても同様の検索を行い，

比較を行った。また105文献を内容別に分類し，2

編以上「閉じこもり」に関する原著論文を発表し

ている研究者の動向を中心に，日本における「閉

じこもり」研究の経緯を整理した。

2. ｢閉じこもり」の定義の整理

105編の文献の中から「閉じこもり」の定義が

書かれている40編6～42,106,107,110)の定義を対象とし

た。各文献が「閉じこもり」定義に用いる指標の

種類で定義の分類を行った。複数の指標を用いて

いる場合はその組み合わせにより分類した。また

各分類の経年的な動向を概観した。

3. コホート研究のレビューによる要介護リス

クとしての妥当性検討

「閉じこもり」に関するコホート研究の報告 9

編6～11,84,97,110)のうち，ベースラインで対象者が要

介護認定を受けていない自立高齢者であり，エン

ドポイントが死亡や要介護状態であるコホート研

究 3 編6,9,10)をレビューし，要介護リスクとして

の妥当な「閉じこもり」定義を検討した。

Ⅲ 研究結果・考察

1. 日本における「閉じこもり」研究の動向

1) 文献数の変遷

表 1 は「高齢者」と，「閉じこもり」あるいは

「外出」か「社会活動」の二つのキーワードを用

いて検索された文献について，発表年毎の文献数

を示したものである。

「外出」「社会活動」に関する文献が1980年代か

らみられるのに対し，「閉じこもり」の文献は，

1984年に登場した竹内4)の「閉じこもり症候群」

を起源とするため，登場はそれ以降である（竹

内4)は著書のため文献検索の対象外であり，表 1

の文献数に含まれていない）。原著論文以外の解

説，特集，一般などの文献の割合が「外出」「社

会活動」では 1 割前後であるのに比べ「閉じこも

り」では 4 割以上と高いのが特徴で，研究者以外

の臨床家からの関心が高いことを反映していると

思われる。

2) 分類・内容別文献数

105編を内容別に整理すると，◯１「閉じこもり」

を定義し，関連要因・特徴の分析を行ったもの39

編6～42,106,107)，◯２「閉じこもり」やその関連分野

の解説28編43～70)，◯３「閉じこもり」予防事業・

活動関連の研究・実践報告14編71～83,110)，◯４「閉

じこもり」関連分野の研究24編84～105,108,109)となっ

た。

3) ｢閉じこもり」研究・研究者の動向

実証研究は藺牟田ら6)，河野17)，鳩野ら13)らに

よって2000年前後に始められた。藺牟田ら6)，鳩

野ら13)は高齢者全般・ADL（日常生活動作）が

自立している高齢者を対象としていたが，河野17)

の研究対象は主に要介護や障害高齢者に絞られて

いる点が異なった。藺牟田ら6)の研究は実証研究

として初めての報告であるだけでなく，竹内4)の

「閉じこもり症候群」が寝たきりにつながること

をコホート研究で実証した初めての論文でもあっ

た。

「閉じこもり」は新しい概念であり，介護保険

制度において要介護リスクとされ，注目を集めた

ため，その紹介・解説は，鳩野48)をはじめ多くの

研究者によって行われた。「閉じこもり」関連文

献は2002年頃以降顕著に増加し，毎年10編以上が

発表されるようになった。実証研究は多くの研究

グループによって取り組まれたが，とくに藺牟田

ら6,15,16,97)，渡辺ら9,34)，新開ら10,11,18,42)がコホー

ト研究を含む多くの研究を発表した。これらの研

究は地域高齢者全般または自立高齢者を対象にし

ていたが，河野17)のように要介護・障害のある高
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表１ 各キーワード検索による発表年別文献数

検索に用い
たキーワー
ド※1

「閉じこもり」 「外 出」 「社 会 活 動」

論文種類 総数 原著 その他※2 総数 原著 その他※2 総数 原著 その他※2

–1985 3 3 2 2

1986–1990 2 2 4 4

1991–1995 1 1 5 5

1996 5 5 2 2

1997 1 1 6 4 2 7 6 1

1998 3 2 1 6 6 4 4

1999 9 5 4 5 5 7 7

2000 10 3 7 6 6 5 5

2001 5 2 3 14 14 6 4 2

2002 15 12 3 22 20 2 9 9

2003 13 6 7 18 15 3 7 7

2004 12 6 6 24 22 2 4 4

2005 18 12 6 26 18 8 1 1

計 86 48 38 138 121 17 63 60 3

論文種類別
割 合 100％ 55.8％ 44.2％ 100％ 87.7％ 12.3％ 100％ 95.2％ 4.8％

※1 「高齢者」も同時に用いた。※2 その他は「解説」，「総説」，「特集」，「一般」など
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齢者を対象にするものはみられなくなった。介護

保険制度導入の2000年以降，大学研究者78,79,81)だ

けでなく医療機関・行政74,76,77,80,82)など現場研究

者による閉じこもり予防事業・予防の試みに関す

る文献も登場している。

2. ｢閉じこもり」の定義の整理

1) ｢閉じこもり」と「Housebound」との比較

日本における「閉じこもり」概念の起源は先述

の竹内4)の「閉じこもり症候群」である。竹内の

「閉じこもり症候群」は，脳卒中による障害を持

つことにより閉じこもりがちとなり，心身の活動

量の低下から廃用症候群，寝たきりへと進行する

問題を指摘したものである。寝たきり状態への移

行は，障害による直接の影響だけではなく，加齢

や心理的変化，環境的な要因によって引き起こさ

れる生活空間の狭小化（＝閉じこもり）による廃

用症候群の影響も受けるとしている。

鳩野は海外文献レビュー48)で「Housebound」

の定義の整理と各研究における定義での観察割合

を紹介している。それによれば，「Housebound」

にも明確な定義はないこと，日本の「閉じこもり」

とは違い，「入院・入所療養者」の対比概念とし

ての「在宅療養者」とほぼ同義語であり，健康・

身体機能上の理由により（外出したくても）でき

ない状態を示すとしている。新開も指摘するよう

に，「Housebound」には「寝たきり（要介護状態）」

も含まれるのが一般的である18)。これに対し日本

の介護予防の文脈で使われる場合には，「閉じこ

もり」は「寝たきり（要介護状態）」の予備群と

位置づけられており「寝たきり」を含んでいない。

また外出可能でありながら外出しないという現象

も含んでいる点が異なる。そのため日本での「閉

じこもり」を「Housebound」と訳する際には，

研究対象の条件，定義の際に用いた指標を具体的

に示しておく必要がある。

2) 実証研究における閉じこもり定義の概念

先行研究における「閉じこもり」の定義は，◯１

生活行動範囲，◯２外出頻度，◯３交流状況，◯４移動
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能力の 4 つに着目したものに大別できた。ただ

し，この 4 つの構成要素の複数を組合せたものも

ある。

１ 生活行動範囲

生活行動範囲は，「家に閉じこもっている状態」

に着目したものである。藺牟田ら6)は，従来の寝

たきり度を判断する基準である自立度判定基準で

は，身体障害がなくて「家に閉じこもっている」

高齢者を把握することが困難であるとした。その

ため，「家に閉じこもっている状態」を捉える指

標として「生活行動範囲（全般的動作能力111)）」

を用いて屋内にとどまる者を「閉じこもり」と定

義した。一方，河野ら7,17)は，「閉じこもり症候

群」は，ただ生活行動範囲が屋内に限られている

「Housebound」とは違い，生活行動範囲が限られ

ていることによって生じやすい非人間的な生活の

あり方であるとした。そして，生活行動範囲だけ

が限られている「Housebound」のうち，生活の

活動性が低い者（日常生活行動の質問票112)の家

事的行動・文化的行動・社会的行動のいずれも 1

週間に一つも行わなかった者）を「閉じこもり現

象」と定義した。生活行動範囲による定義は中林

ら25)，大野27)も用いているが，その後は生活行動

範囲を用いた研究はみられなかった。

２ 外出頻度

外出頻度による定義は，廃用性障害予防の観点

から「閉じこもり」を捉えようとするものであ

る19)。この場合鳩野ら19)がいうように高齢者の能

力，生活行動範囲よりも「外出頻度」が重要なた

めである。「外出頻度」の問い方には，「（日常的

な）外出頻度」を問う方法と「ある期間における

実際の外出の有無」を問う方法がある。中尾ら29)

はこの 2 つを区別しているが，その他の研究者は

区別していない。「外出頻度」は海外では Gilbert

ら113)によって「Housebound」の定義に用いられ

ていたが，日本では鳩野ら13)によって初めて定義

として用いられ，その後多くの研究で用いられ

た。「外出頻度」は現在最もよく用いられる定義

であり，本節で扱った40編中の27編が単独または

他の構成要素との組み合わせで，これを用いて

いる。

３ 交流状況

交流状況を定義に用いるのは，外出という身体

行動だけでなく，社会との接触・社会活動の状況

に着目する場合である。交流状況を単独で定義に

用いたものとしては，杉原35)の「社会的孤立」，

原田ら40)の「対人関係の閉じこもり」，平井ら41)

の「交流の少ない閉じこもり」がある。外出頻度

と交流状況をあわせて考慮したものとしては，鳩

野ら13)・中田ら28)がある。渡辺ら9,34)は，外出頻

度で「閉じこもり」を定義し，外出介助の有無と

友人や親族との交流状況で状態像を分類して，そ

の特徴を探ろうとした。

４ 移動能力

移動能力を単独で用いた定義は Inoue ら107)以

外にはみられない。多くの場合，移動能力は生活

行動範囲や外出頻度で定義される「閉じこもり」

をさらに細分化しようとする際に用いられる。河

野ら7,12,17,23,105)，渡辺ら9,34)，新開ら10,11,18,42)は，

移動能力を生活行動範囲や外出頻度・交流状況と

の組合せによって用いている。

河野17)は，「閉じこもり現象」のなかでも，移

動能力が高い場合と低い場合では，身体的，心理

社会的，家族介護環境特性に違いがあるため，

「閉じこもり現象」の特性を検討するにあたって

は，同程度の移動能力を持つ「非閉じこもり」と

の比較検討が必要であるとした。そこで，「閉じ

こもり現象」のうち移動能力の高い者を『閉じこ

もり』，移動能力の低い者を『閉じ込められ』と

定義した。新開ら42)も，移動能力が交絡要因とし

て大きな影響を持つために「閉じこもり」の特徴

を把握することが難しくなると指摘し，移動能力

の低いものを「タイプ 1 閉じこもり」，高い者を

「タイプ 2 閉じこもり」とした。渡辺ら9,34)は外

出頻度で定義した「閉じこもり」を交流状況と移

動能力で 4 つのタイプに分類している。

3) 各定義が用いている構成要素と定義類型別

文献数の経年的変化

「閉じこもり」の定義を明示している40編の原

著論文・解説等を，4 つの構成要素で整理したも

のが図 1 である。重なり合った部分に記されてい

るものは，構成要素を複数または同時に考慮して

いる（例：中央下の 2 編9,34)は「移動能力」，「外

出頻度」，「交流状況」の 3 つを組み合わせて用い

ている）ことを示す。外出頻度を含むもの27編

（単独でも17編）と最も多く，次いで交流状況を

含むもの12編，生活行動範囲を含むものが12編と

続いている。複数の定義構成要素を組み合わせて
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図１ 定義に用いられている 4 つの構成要素別文献数 表２ ｢閉じこもり」定義の数・種類別文献数の経

年変化

1 つの定義を使用
複数の
定義を
使用

生活行動
範囲を用
いる

移動能力
を用いる

外出頻度を用いる

交 流 状 況
を用いない

交流状況
を用いる

1998 1

1999 3 1

2000 3 1

2001 2 1 1

2002 2 2 3 1

2003 1 5 1

2004 3 1

2005 5 1 2

計 12 1 17 6 4
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定義するものは「外出頻度」「交流状況」の組合

せ以外は，それぞれ 1 研究者・グループで用いら

れているのみである。

複数の定義を行う 4 編22,35,40,41)は，それぞれ

「外出頻度」と「交流頻度」を用いた定義を行っ

ている。

また表 2 は定義類型別に，文献数の経年的変化

をみたものである。類型化にあたっては，使われ

ている「閉じこもり」の定義が 1 つ（タイプ分類

しているものを含む）か複数かで分類した。定義

が 1 つである論文については，用いている定義の

構成要素が，生活行動範囲か，移動能力か，外出

頻度かで分け，さらに外出頻度を用いるものにつ

いては，交流状況を考慮しているかどうかで分類

した。

定義に生活行動範囲を用いた文献，外出頻度を

用いた文献とも2000年前後から発表されている。

その後2002年から外出頻度を用いた類型が増加し

生活行動範囲を用いるものは近年では見られな

い。また2002年から複数の「閉じこもり」定義を

比較するものが発表されている。

4) 研究課題の設定による妥当な定義の検討―

｢介護予防」にむけて

「閉じこもり」の定義に様々なものがあるのは，

研究者の関心やアプローチが異なるためであ

る38)。また河野17)，新開ら42)，渡辺ら34)のように

移動能力を考慮して複数の「閉じこもり」タイプ

間で比較を行う研究もある。「閉じこもり」の定

義は，一義的にどれか一つに統一することはでき

ない。それよりも，研究の課題・関心ごとにふさ

わしい定義を選択することが妥当であると考えら

れる。

現在関心が寄せられ，明確な政策課題となって

いるのが，要介護認定への移行を予防する「介護

予防」のための定義である。厚生労働省は地域支

援事業のうち，介護予防特定高齢者施策のスク

リーニングの際に「外出頻度が週 1 回未満｣1)を

「閉じこもり」の基準として設定している。次節

では，先行コホート研究の成果の整理を行い，

「介護予防（施策）」における妥当な定義について

検討する。

3. コホート研究による要介護リスクとしての

「閉じこもり」定義の検討

1) 要介護リスクとしての「閉じこもり」コホー

ト研究

「閉じこもり」に関するコホート研究には，佐

藤ら84)，藺牟田ら6,97)，河野ら7,110)，安村8)，渡辺

ら9)，新開ら10,11)によるものがある。要介護リス

クとして妥当性のある「閉じこもり」を定義する

には，対象者はベースラインで要介護認定をうけ

ていない自立の高齢者であること，エンドポイン

トが死亡や要介護状態であるという条件を満たす

ことが必要である。この条件に合致するのは先に

あげた文献の中で藺牟田ら6)，渡辺ら9)，新開



298298 第54巻 日本公衛誌 第 5 号 平成19年 5 月15日

ら10)の 3 編である。

2) 3 編の文献における知見

藺牟田ら6)は在宅高齢者を対象とし，「総合的

移動能力」において「生活行動範囲が屋内に限ら

れる者」と定義される「閉じこもり」（n＝18），

「非閉じこもり」群（n＝214）を 1 年間追跡した

コホート研究で，「閉じこもり群」の寝たきり・

死亡割合が高いことを示した（11.1％vs1.4％）。

渡辺ら9)は ADL 自立高齢者1,681人を対象とした

30か月の追跡調査で，「外出頻度が週に 1 回程度

以下」と定義される「閉じこもり」（n＝92）は

「非閉じこもり」（n＝1,589）に比べて要介護（要

介護認定・ADL 介助）移行か死亡する割合が有

意に高い（25.0％vs7.4％）ことを示している。

分析の際に調整している要因については後述する。

新開ら10)も渡辺ら9)と同様に「外出頻度が週に

1 回程度以下」を閉じこもりと定義し，移動能力

で 2 つのタイプに分類し入院・入所，死亡をエン

ドポイントとした 2 年間の追跡調査を行ってい

る。身体・医学的要因による影響を考慮した分析

で，移動能力の低い「タイプ 1 の閉じこもり」

（n＝78）は同じ移動能力の非閉じこもり（n＝39）

に比べ死亡が有意に多いことを示した（調整済み

オッズ比3.94）。しかし移動能力の高い「タイプ

2 の閉じこもり」（n＝81）では，同じ移動能力の

非閉じこもり（n＝1,322）との間に入院・入所・

死亡割合の有意な差は見られなかった。しかし，

入院・入所・死亡の予測力を持つ IADL（手段的

日常生活動作）などの活動能力は，同じ移動能力

の非閉じこもりに比べ「タイプ 2 の閉じこもり」

で有意に低くなっていた。

3) 今後の研究課題

介護予防を目的とした「閉じこもり」の定義と

して，以上の 3 つの先行研究で用いられた「総合

的移動能力」において「生活行動範囲が屋内に限

られる者｣6)と「外出頻度が週に 1 回程度以下｣9,10)

が妥当である可能性が示された。しかし，妥当な

定義を考える上で今後さらに次の 3 点の検討が必

要と考えられる。一つはサンプルの大きさと追跡

期間が十分でないという問題である。「閉じこも

り」は高齢者の約 1 割～2 割程度と少数であるた

め，統計学的に安定した結果を得るには，大きな

対象サンプルと十分な追跡期間が望ましい。新開

ら10)の「タイプ 2 閉じこもり」の追跡分析におい

ても，2 年間の追跡では活動能力の低下にとどま

っているが，追跡期間の延長により入院・入所・

死亡等の予後への影響が現れてくると考えられ

る。二つ目は，他の定義との比較が行われていな

いという問題である。同じ「外出頻度」を定義と

して用いる場合でも「週 1 回程度以下」，「週 1 回

未満」や「ほとんど外出しない」のどれが，最も

妥当なのか検討が必要である。先行研究のうちこ

れらを検討しているのは渡辺ら9)のみである。ま

た，これまで「閉じこもり」研究においては，本

稿で示したように様々な定義が行われてきたが，

上記の 3 編の文献において予後との関連が検討さ

れたのは，そのうちの「総合移動能力」，「外出頻

度」のみである。最も妥当性の高い定義を明らか

にするためには，他の定義と比較する必要があ

る。しかし同一の対象に複数の「閉じこもり」の

定義を比較分析した研究はない。三つ目は交絡因

子の調整が十分に行われていない点である。要介

護リスクとしての「閉じこもり」の独立した影響

を考えるためには交絡因子の調整が必要である。

新開ら10)は交絡因子を調整するにあたって 9 つの

身体・心理・社会的要因を用いているが，藺牟田

ら6)と渡辺ら9)は年齢のみの調整にとどまってい

る。つまり，「閉じこもり」の独立した影響を捉

えていない。外出頻度は，うつや主観的健康，

IADL などの他の健康指標との相関が高く，包括

的な健康指標となりうるといわれている93)ほどで

ある。別の見方をすれば，「閉じこもり」は独立

した要介護リスクではなく，併せ持つ他のリスク

を反映しているに過ぎない可能性がある。包括的

な健康指標としての「閉じこもり」に注目すべき

であることを主張するのであれば，主観的健康感

など他の包括的な指標に比べて，感度・特異度な

どが優れていることを示す必要があるだろう。

今後この 3 つの条件◯１十分なサンプル数と追跡

期間，◯２他の定義との比較，◯３交絡因子を調整し

た分析モデル，を満たすコホート研究により定義

の妥当性を検討していく必要がある。

4) 海外の「Housebound (Homebound）」コ

ホート研究

Gilbert ら113)が1974年のベースライン調査（n

＝1,625）と 3 度の追跡調査（1976年，1980年，

1985年）の分析結果から，外出頻度で定義される

「 Homebound 」 が 「 Community-dwelling non-
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Homebound」に比べて有意に死亡が多いことを

示している。しかしこの分析において交絡因子の

調整は年齢のみにとどまっている。また Branch

ら114) は 2 年 間 の 追 跡 調 査 （ n ＝ 3,706 ） で

「Homebound」が Long-term care サービスである

「Medical Home Care」を利用する予測因子であ

る（オッズ比4.53）という分析結果を示している

が，具体的な「Homebound」の定義は書かれて

いない。

Ⅳ 結 語

「閉じこもり」の定義が確立していないことが，

多くの先行研究において指摘されてきた。本稿で

はおおまかな 4 つの構成要素―◯１生活行動範囲，

◯２外出頻度，◯３交流状況，◯４移動能力―で定義を

整理した。これらはそれぞれタイプが異なる「閉

じこもり」の特徴を捉えようとするものである。

さまざまなタイプが存在する「閉じこもり」を一

つの定義に統一することよりも，研究の課題・関

心ごとにふさわしい定義を行うことが妥当である

と考えられる。

本稿では介護予防事業の対象とする「閉じこも

り」定義の「予測妥当性」を検討した。要介護リ

スクとしての予測妥当性を検討するためのコホー

ト研究には，◯１十分なサンプル数と追跡期間，◯２

他の定義との比較，◯３交絡因子を調整した分析モ

デル，が今後必要である。

本稿の執筆には，科学研究費補助金若手研究（B）課

題番号17730347の助成を受けました。記して深謝申し

上げます。
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Review of the literature on the `Tojikomori' elderly in Japan
Study trends, deˆnition, and review of cohort studies

Hiroshi HIRAI* and Katsunori KONDO2*

Key words：Tojikomori, care prevention, cohort study

The purposes of this study were to review investigations on `Tojikomori' elderly in Japan, and to
examine valid deˆnitions of `Tojikomori' as a risk factor for functional decline.

In the present study, we reviewed 94 studies in the literature. 86 obtained from Japan Centra Re-
vuo Medicina, version 3 (systematic literature search system for Japanese literature). We added 8 studies
from references in 86 reports in the literature. The number of publications on `Tojikomori' has rapidly in-
creased since 2000. In the existing literature, `Tojikomori' has been deˆned using one or more of the fol-
lowing four elements; (1) Extent of daily activity, (2) Frequency of going out, (3) Frequency of contact
with others, and (4) Mobility. The deˆnition using `̀ Frequency of going out'' has gained favor in recent
years.

This study reviewed three papers that examined the validity of the `Tojikomori' deˆnition as a
risk factor for functional decline. Future study is required with attention to the following three points: (1)
larger sample size and longer follow-up: (2) plural deˆnitions: and (3) control for confounding factors.
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